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公的資金による研究データの管理・利活用に関する

基本的な考え方

令和 3年 4月 27 日

統合イノベーション戦略推進会議

1. 目的

デジタル・トランスフォーメーション（DX）の進展に伴い、大量のデータ、高度な計算資

源、大規模なネットワークの活用など、研究開発活動の変容が進んでいる。また、研究成果

の発表手段の多様化により、オープンサイエンス等の世界的な知の共有を目指した研究成

果のオープン化が進みつつある。一方、世界的な出版社による論文発表の寡占が進展するな

ど、研究成果や研究プロセス全体で得られたデータをビジネスの対象とする動きも見られ

る。研究データは、我が国のみならず世界にとって重要な知的資産であるといえる。このよ

うな状況を踏まえ、知の結合と発展を促し、優れた研究成果とイノベーションを創出してい

くためには、研究活動における自由と多様性を尊重しつつ、国際的な貢献と国益の双方を考

慮に入れた、オープン・アンド・クローズ戦略に基づく研究データの管理・利活用を実行す

ることが我が国として求められる。

第 6 期科学技術・イノベーション基本計画（令和 3 年 3 月 26 日閣議決定）においても、

第 2章 2.(2)「新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推

進）」において、公的資金による研究データの管理・利活用の推進について示されており、

このような我が国における基本的な考え方を具体化するため「公的資金による研究データ

の管理・利活用に関する基本的な考え方」（以下「本考え方」という。）を示す。

2. 研究データの定義等

2-1．研究データ及び管理対象データの定義・範囲

本考え方において、「研究データ」とは、公的資金による研究開発の過程で生み出される

全てのデータで、電磁的な形態により管理可能なものをいう。研究ノートやメモ、実験や観

測、シミュレーション等から直接得られたデータやそれを加工したデータ、論文のエビデン

スとなるデータ等が含まれる。

「管理対象データ」とは、研究データのうち、研究者の所属する大学、大学共同利用機関

法人、国立研究開発法人等の研究開発を行う機関や資金配分機関の基準等に基づいて、管

理・利活用の対象として、研究者がその範囲を定めるものをいう。

2-2．公的資金及び公募型の研究資金の定義

本考え方において、「公的資金」とは、国又は資金配分機関から大学、研究開発法人等に
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対して交付、補助又は委託する全ての経費を対象とする 1。公的資金は、公募型の研究資金

とその他の経費（機関に対する基盤的な経費である運営費交付金等）からなる。

「公募型の研究資金」とは、「府省共通研究開発管理システム（e-Rad）について」2にお

いて、システムの対象として規定される公募型の研究資金をいう。

2-3．研究開発を行う機関及び資金配分機関の範囲

本考え方において、「研究開発を行う機関」とは、国の運営費交付金等の公的資金により

運営を行う大学、大学共同利用機関法人、国立研究開発法人等をいう。

「資金配分機関」とは、e-Rad に登録された公募型の研究資金を配分する各府省又は研究

開発法人等の全部又は一部の担当部門をいう。例えば、一つの法人の中に研究開発を行う部

門及び公募型の研究資金を配分する部門の双方が存在する場合は、前者は研究開発を行う

機関、後者は資金配分機関に該当するものとする。

2-4．研究データの公開・共有の考え方

本考え方において、「研究データの公開」とは、一般に任意の者に利活用可能な状態で研

究データを供することをいう。また、「研究データの共有」とは、アクセス権を付与された

限定された者に利活用可能な状態で研究データを供することをいう。

公的資金による研究データについては、オープン・アンド・クローズ戦略に基づき管理・

利活用を行う必要がある 3。具体的には、公的資金による論文のエビデンスとしての研究デ

ータは原則公開とし、その他研究開発の成果としての研究データについても可能な範囲で

公開することが望ましい。ただし、その際、研究分野等の特性や、大学、大学共同利用機関

法人、国立研究開発法人等のデータを管理する組織の特性に配慮して、「公開」、「共有」又

は「非共有・非公開」4の判断が行われる必要がある。

また、研究データは、国の安全保障を確保し、我が国の産業競争力や科学技術・学術上の

優位性を確保するために重要な情報を含む可能性がある 1 。このため、個人情報、企業の秘

密情報、研究の新規性、我が国の安全保障等の観点から留意すべき研究データは非公開とす

ることが求められる 1。さらに、産業競争力や科学技術・学術的な優位性を確保するために

は、研究データを即時に公開することが適切で無い場合もありうることから、公開による利

1 「研究データ基盤整備と国際展開ワーキング・グループ報告書−研究データ基盤整備と国際展開に関する戦略」（令
和元年 10⽉研究データ基盤整備と国際展開ワーキング・グループ）
（https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kokusaiopen/index.html）
2 「府省共通研究開発管理システム（e-Rad）について」(https://www.e-rad.go.jp/dl_file/particulars_e-rad.pdf)
3 第 6期科学技術・イノベーション基本計画においては、目標として、「オープン・アンド・クローズ戦略に基づく研究
データの管理・利活⽤」とされている。（「第 6期科学技術・イノベーション基本計画」（https://www8.cao.go.jp/cstp/k
ihonkeikaku/index6.html））
4 公開も共有もしないもの。
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活用の促進とのバランスを考慮しつつ、適切なエンバーゴ（時限付き非公開）期間を設定す

ることも想定される 1。

したがって、以上のことを考慮した上で、研究データは、適切なオープン・アンド・クロ

ーズ戦略に基づいて、公開及び共有が実施される必要がある。言い換えれば、単純に、公開

や共有を是とするのではなく、オープン・アンド・クローズ戦略に基づいて、合理的な理由

により公開及び共有の範囲を研究者が設定すべきである。

また、研究データの管理・利活用にあたっては、関係諸法令に従うとともに、データの取

り扱いに関する各国の国内法及び EU規則並びにデータ管理の原則である FAIR原則 5等の国

際的な規則や慣行等との整合性に十分留意する必要がある 1。例えば、研究データの公開・

共有を行う際には、これら諸法令等が遵守されている機関リポジトリ、分野別リポジトリ、

汎用リポジトリ 6等を利用するなど適切な対応が求められる。

3. 研究データ基盤システムの運用とメタデータの付与による研究データの検

索体制の構築

3-1．研究データ基盤システム（NII Research Data Cloud）の運用

研究データを適切かつ効率的に管理・利活用するためには、クラウド上で研究データの管

理・公開・検索を促進するシステムを中心とした研究データ基盤を構築することが効果的で

ある。そのため、国立情報学研究所が整備を進め、2020 年度に本格運用を開始した研究デ

ータ基盤システム（NII Research Data Cloud）7を、我が国における研究データの管理・利

活用のための中核的なプラットフォームとして位置付ける。研究データ基盤システムは、研

究データを管理するための管理基盤（研究データの保存機能、同システム利用者間でのアク

セス権をコントロールした研究データの共有機能、メタデータの入力をできる機能等を有

する基盤）、研究データを公開するための公開基盤（研究データを公開する機能を有する基

盤）、メタデータを検索するための検索基盤（Web 上でメタデータを検索可能にする機能を

有する基盤）から構成される。

海外では、例えば欧州において、域内の研究データを適切に管理・共有するための

European Open Science Cloud（EOSC）の構築が進められている。今後、研究データ基盤を

5 Findable（⾒つけられる）、Accessible（アクセスできる）、Interoperable（相互運⽤できる）、Reusable（再利⽤できる）
の略で、データ公開の適切な実施⽅法を⽰す原則（https://biosciencedbc.jp/about-us/report/fair-data-principle/）。
6 リポジトリは、電⼦的な知的⽣産物の保存や発信を⾏うためのインターネット上のアーカイブシステム。研究開発を
⾏う機関が管理する機関リポジトリ、学会や特定分野の研究機関等が管理する分野別リポジトリ、及び分野・機関に限
定されずデータ全般を対象とする汎⽤リポジトリがある。（「研究データ基盤整備と国際展開ワーキング・グループ報告
書−研究データ基盤整備と国際展開に関する戦略」（令和元年 10 ⽉研究データ基盤整備と国際展開ワーキング・グルー
プ）（https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kokusaiopen/index.html））
7 「NII 研究データ基盤（NII Research Data Cloud）の概要」（国⽴情報学研究所オープンサイエンス基盤研究センタ
ー）（https://rcos.nii.ac.jp/service/）
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用いた研究データの管理・利活用の動きは世界的に広がっていくと考えられ、各国の研究デ

ータ基盤と連携し、研究者のみならず、あらゆる者が研究成果を幅広く利活用できるように

なることが期待される。

以上の背景を踏まえ、研究データ基盤システムの普及・広報と必要な改良を引き続き進め

る。また、公的資金により得られた研究データについて、産学官における幅広い利活用を図

るため、2023 年度までに体系的なメタデータの付与を進め、研究データ基盤システム上で

これらのメタデータを検索可能な体制を構築することも求められる。さらに、メタデータを

EBPM（Evidence-based Policy Making）に活用するため、データ連携内容を検討する 8。研

究データ基盤システムについて、持続可能な運営体制の確保に向け 2022 年度までに方策を

検討する。

また、研究データ基盤システムと内閣府が実施する研究開発課題（SIP9等）で構築する分

野ごとデータ連携基盤との間で、相互にデータの利活用を図るための仕組みを 2023 年度中

に構築する。

3-2．メタデータの付与による研究データの検索体制の構築

メタデータは、一般にデータを説明するための情報から構成されるデータをいう。メタデ

ータは、研究データの名称、研究データの説明、研究データの管理者及びその連絡先、研究

データの所在場所、研究データの保存・公開・共有の方針等の情報を含むため、メタデータ

を見ることで、研究データの概要を簡便に知ることができる。そのため、研究データにメタ

データが付与されていることは、研究データの利活用を促進する場合において有効である

といえる。また、資金配分機関等が、各研究者がどのような研究データを生み出したか等、

研究課題等に対する評価を行う際も、メタデータは重要な情報源となりうる。

なお、研究データと同様にメタデータについても、公開、共有、非共有・非公開の区分を

設け、そのマネジメントは、研究者自身が判断するものとする。また、非共有・非公開の管

理対象データのメタデータについても、資金配分機関、研究開発を行う機関等が有用な研究

データの公開や共有を研究者に促す際や、プロジェクトや研究者の評価、EBPM において重

要な書誌情報となる。

以上のことを踏まえ、研究開発を行う機関及び資金配分機関は、研究者が付与すべきメタ

データの項目を示す必要がある。研究開発を行う機関は、データポリシーの策定を行うとと

もに、機関リポジトリへの研究データの収載を進める。併せて、研究データ基盤システム上

で検索可能とするため、研究データへのメタデータの付与を進める。資金配分機関は、公募

型研究資金の全ての新規公募分について、研究データの管理・利活用を図るため、データマ

8 第 6期科学技術・イノベーション基本計画においては、「メタデータをEBPMに活⽤するため、e-Rad の改修に合わ
せて、相互運⽤性を確保する。」こととされている。
9 戦略的イノベーション創造プログラム



5

ネジメントプラン（DMP） 及びこれと連動したメタデータの付与を行う仕組みを 2023 年度

までに導入する 10。

メタデータの具体的な項目は、研究分野の特性、管理する組織、公的資金の性格等から多

様であるが、本考え方において、我が国の公的資金による研究開発で共通的に用いられるべ

きと考えられるメタデータ共通項目を別紙のとおり定める。また、研究開発を行う機関や資

金配分機関において、それぞれの特性に応じてメタデータ項目を定める場合は、少なくとも

このメタデータ共通項目（うち必須項目）を含む必要がある。なお、メタデータの共通項目

については、内閣府は関係府省の協力を得て、必要に応じてその詳細を定めると共に、技術

的な進展等に応じて適宜修正を行う。

4. 研究開発を行う機関の責務

公的資金により得られた研究データの機関における管理・利活用を図るため、研究開発を

行う機関は、データポリシーの策定を行うとともに、機関リポジトリへの研究データの収載

を進める。あわせて、研究データ基盤システム上で検索可能とするため、研究データへのメ

タデータの付与を進める。

4-1．データポリシーの策定

研究開発を行う機関は、研究データマネジメントに関するガバナンスのあり方について

定めたデータポリシーを策定する。また、機関リポジトリを有する全ての大学・大学共同利

用機関法人・国立研究開発法人においては、2025 年までにデータポリシーを策定する 11。

その際、本考え方、ガイドライン 12等を参考に、管理対象データの範囲や、それら研究デー

タの公開・共有の基準、研究データを他者が利活用する際のルール、研究データの管理方法

等について定める。特に、公開及び共有の基準については、「2-4．研究データの公開・共有

の考え方」を踏まえて、研究者が判断に迷うことのないように、機関の判断により、データ

ポリシー等で具体的に定めることが望ましい。

4-2．機関リポジトリへの研究データの収載と研究データへのメタデータの付与の推進

研究開発を行う機関は、管理対象データへのメタデータ付与を進めるとともに、研究者に

10 DMP及びこれと連動したメタデータの付与を⾏う仕組みを、新規公募分の公募要領等に 2023 年度中に記載する。
11 e-Rad では、研究機関を、a. 府省内外局、国⽴試験研究機関、特殊法⼈及び独⽴⾏政法⼈、b. ⼤学、⾼等専門学
校、⼤学共同利⽤機関、c. 地⽅公共団体、都道府県⽴試験研究機関、d. 公益法⼈（財団法⼈、社団法⼈、その他）、e.
⺠間企業、f. その他、科研費機関番号を有する研究機関と区分しており、本考え⽅において、機関リポジトリを有し、
2025 年までにデータポリシーの策定を求める研究開発を⾏う機関は、a. ⼜は b. のうち国⽴⼤学法⼈、⼤学共同利⽤
機関法⼈及び国⽴研究開発法⼈が該当するものとする。 (https://www.e-rad.go.jp/organ/entry.html)
12 「国⽴研究開発法⼈におけるデータポリシー策定のためのガイドライン」（平成 30 年６⽉ 29⽇ 国際的動向を踏ま
えたオープンサイエンスの推進に関する検討会）など
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よる機関リポジトリへの管理対象データの収載を進める 13。また、分野別リポジトリや汎用

リポジトリへの管理対象データの収載を妨げるものではないが、この場合においても、研究

データ基盤システム上での検索を可能とするべきであるため、管理対象データへのメタデ

ータの付与を進める。

4-3．研究データマネジメント人材・支援体制の整備及び評価

研究開発を行う機関においては、研究者がデータポリシーに則って研究データマネジメ

ントを実施するための環境や支援体制等の整備が重要である。また、研究者の事務負担軽減

の意味でも、人材・支援体制の整備は重要となる。例えば、研究開発を行う機関は、実験・

観測データの体系的なマネジメントやメタデータの付与等の専門的な知見を有し、研究者

とともに研究データマネジメントを実施する研究データマネジメント人材（データ・ライブ

ラリアン 14、データ・キュレーター15、データ・アーキビスト 16等）の育成・確保を進める

とともに、リポジトリの安定的な運営等、また、研究データの管理・利活用に対する各部署

における役割の明確化等を行うことが求められる。特に、研究者が研究データマネジメント

を実施する過程で、判断に迷う等の困難に直面した際に、必要に応じて、身近に相談できる

窓口等を整備することが望ましい 17。

また、研究開発を行う機関は、これらの人材や各部署に対して、研究データの管理・利活

用に関する専門的な教育を継続的に受けることができる教育プログラムを提供する等の配

慮も必要である。さらに、効果的かつ適切な管理対象データへのメタデータ付与等を推進す

るために、これらの人材や各部署が行う、研究データの管理・利活用に関する取組に対して

正当に評価する体系を導入する 18。

4-4．セキュリティの確保、関係諸法令の遵守等

研究開発を行う機関は、研究者が保存した研究データが、他者によって不正にアクセスさ

れたり、あるいは誤って外部へ漏洩したりすることがないように、十分なセキュリティが担

保された信頼性の高いストレージを整備することが求められる。その際、ストレージの継続

13 「研究データリポジトリ整備・運⽤ガイドライン」（平成 31 年 3⽉ 29 ⽇ 国際的動向を踏まえたオープンサイエン
スの推進に関する検討会）を参照。
14 データの整理のために、メタデータ付与やデータ連携などを安定的に⾏うデータ専門職。
15 データの利活⽤のために、コラボレーションなども利⽤して潜在的な価値を顕在化するデータ専門職。
16 データの⻑期保存のために、データの管理・取得・廃棄などに関する計画を策定・実⾏するデータ専門職。
17 第 6期科学技術・イノベーション基本計画においては、「研究者の研究データ管理・利活⽤を促進するため、例え
ば、データ・キュレーター、図書館職員、ＵＲＡ、研究の第⼀線から退いたシニア⼈材、企業等において研究関連業務
に携わってきた⼈材、⾃らの研究活動に資する場合にはポスドク等の参画や、図書館のデジタル転換等の取組につい
て、2022 年度までにその⽅向性を定める。」こととされている。
18 第 6期科学技術・イノベーション基本計画においては、「研究データの管理・利活⽤に関する取組を促す観点から、
2022 年度までに、これらの取組の状況を研究者、プログラム、機関等の評価体系に導⼊する。」こととされている。
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的な運用が保障されているか、また、保管したデータの取扱いに係る権利関係が適切か等の

観点についても留意し、安定して運用されているストレージを選択する必要がある。

さらに、研究者が適切に研究データを公開・共有するために、「2-4．研究データの公開・

共有の考え方」に示したとおり、関係諸法令、国際的な規則や慣行等との整合性のとれた機

関リポジトリの整備が求められる。

5. 公募型の研究資金における資金配分機関の責務

公募型の研究資金においては、それぞれの事業の特性等に基づき、資金配分機関がデータ

マネジメントプラン（DMP）項目 19及びメタデータ項目を定めるものとし、公募型の研究資

金の全ての新規公募分について、研究データの管理・利活用を図るため、DMP 及びこれと連

動したメタデータの付与を行う仕組みを 2023 年度までに導入する。具体的には、2023 年度

までに、資金配分機関は、所管する全ての公募型の研究資金の公募要領等において、以下の

実施内容を実現するための説明を記載する。なお、次期 SIP においても同様に、DMP の策定

とメタデータの付与を行うこととする。

資金配分機関は、以下のとおり、DMP 項目の決定、メタデータ項目の決定、研究データの

管理状況に基づいた評価の実施、研究データの管理状況の e-Rad への登録を行う（なお、資

金配分機関の求めにより、研究開発を行う機関又は研究者自身が e-Rad へ登録を行う場合

も含む）。公募型の研究資金を所管する資金配分機関は、研究者が適切な研究データの管理・

利活用を実施するのに必要な経費等を研究資金として措置する。

5-1．DMP 項目の決定

DMP は、研究過程において、どのような種類のデータを、誰がどのように取得し、どのよ

うに管理・利活用するかなどについて整理した研究データ管理計画書である 1。研究者によ

る研究データの適切な管理や効率的な研究進捗の把握を主な目的として、研究者や研究プ

ロジェクトをマネジメントする者が DMP を作成する 1。資金配分機関が DMP を要求する主な

目的は、投資した研究成果の公開や活用によって価値を最大化すること、データの効率的か

つ適切な管理を促すことなどである。

DMP は、原則として研究開始前に作成し、研究の進捗に応じて適宜更新されるものである。

以上のことを踏まえ、資金配分機関は、研究者が策定すべき DMP について、各事業の性格

等に応じて具体的な項目や記載内容等について検討し 20、DMP の導入を推進する。

19 DMPの具体的な項目については、「研究データ基盤整備と国際展開ワーキング・グループ報告書−研究データ基盤
整備と国際展開に関する戦略」（令和元年 10 ⽉研究データ基盤整備と国際展開ワーキング・グループ）
（https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kokusaiopen/index.html）等を参照。
20 DMP には、研究プロジェクト情報、研究データ情報、担当者情報、取得・収集情報等が記載されることが⼀般的で
あるが、JST、NEDO及び AMEDのDMPは、それぞれの機関の特性や考え⽅等に基づいており、⽐較すると異なる項
目もある。（「研究データ基盤整備と国際展開ワーキング・グループ報告書−研究データ基盤整備と国際展開に関する戦
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5-2．メタデータ項目の決定

資金配分機関は、各プログラムの性格等に応じて、研究者が付与すべきメタデータ項目を

決定する場合においては、別紙に示すメタデータ共通項目（うち必須項目）は必ず含まれる

ようにするものとする。

DMP とメタデータは、研究データの管理・利活用を図る上で共通する部分が多く、研究者

の利便性の観点からも、両者が連動することが望ましい 21 。

5-3．研究データの管理・利活用に関する取組状況の評価体系への導入

研究者が管理対象データの公開・共有を効果的かつ適切に実施することを推進するため

にも、資金配分機関は、それぞれの事業の特性等に基づき、研究者、プロジェクト、プログ

ラム等の事前、中間又は事後の評価等において、論文や学会発表等の従来の評価基準に加え

て、研究データの管理・利活用に関する取組状況を評価体系に導入する 18。

この際、単純に、公開や共有の多寡を評価するのではなく、オープン・アンド・クローズ

戦略に基づいて適切に研究データの管理・利活用を行ったか、そのマネジメントについて評

価する必要があることに留意すべきである。

5-4．研究データの管理・利活用に関する取組状況の e-Rad への登録

資金配分機関は、管理対象データの公開件数、共有件数、非共有・非公開件数、期限付き

公開予定 22件数について、e-Rad の改修に応じて、e-Rad に登録することが求められる（な

お、事業によっては、研究開発を行う機関又は研究者自身が e-Rad へ登録を行う場合も含

む）。

6. 研究者の責務

公的資金による研究開発を実施する研究者は、研究成果の最大化や波及効果の誘起、さら

には研究成果の利活用を通じた新たな研究成果やイノベーションの創出を促進するために、

以下のとおり、適切に研究データの管理を行い、利活用に供する。

6-1．管理対象データの決定

研究者は、所属機関のデータポリシーや公募型の研究資金における資金配分機関の基準

等に基づき、研究開発の過程で生み出された全ての研究データの中から、管理対象となる研

略」（令和元年 10 ⽉研究データ基盤整備と国際展開ワーキング・グループ）
（https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kokusaiopen/index.html））
21 経済産業省及びNEDOでは、研究データの管理・利活⽤にあたり、DMPとメタデータを連動させ、データカタロ
グとして公開する仕組みを導⼊している。（「委託研究開発におけるデータマネジメントに関する運⽤ガイドラインとナ
ショプロデータカタログ」(https://www.meti.go.jp/policy/innovation_policy/datamanagement.html)）
22 その時点では公開していないが、⼀定期間後に公開する予定の研究データの件数。
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究データの範囲を定める。なお、管理対象となる研究データは研究開発の進捗に応じて、研

究者の判断により更新されるものである。

6-2．メタデータの付与

メタデータは、研究データの第三者による利活用を促進する場合、研究データの管理・利

活用に関する取組状況を評価する場合、EBPM の基盤となる書誌情報として活用する場合等

において重要な情報となる。

したがって研究者は、管理対象データにメタデータを付与し、研究データ基盤システム上

において検索可能となるように登録することが求められる。ただし、研究データ基盤システ

ム上にメタデータが登録され、メタデータが検索可能となるような相互運用性のあるその

他のプラットフォーム等を利用する場合においては、改めて研究データ基盤システムにメ

タデータを登録する必要はないことに留意する。また、資金配分機関は、公募型の研究資金

の管理において必要な場合、研究者に対してメタデータの提出を求めることができる。

6-3．DMP の作成

DMP は研究データの管理計画書であり、研究者による研究データの適切な管理や効率的な

研究進捗の把握を主な目的として、研究者や研究プロジェクトをマネジメントする者が、資

金配分機関の求めに応じて、原則として研究開始前に作成し、研究の進捗に応じて適宜更新

するものとする。

6-4．研究データの保存

研究者は、所属機関のデータポリシー等に沿って、管理対象データを適切に保存すること

が求められる。特に、管理対象データのうち公開していないデータについては、他者によっ

て不正にアクセスされたり、あるいは誤って外部へ漏洩したりすることがないように、十分

なセキュリティ確保に留意する必要があるため、所属する研究開発を行う機関等で整備さ

れたセキュリティが確保された信頼性の高いストレージで適切に保存するものとする。

6-5．オープン・アンド・クローズ戦略に基づく研究データの公開・共有

研究者は、管理対象データについて、オープン・アンド・クローズ戦略に従い DMP を策定

し、それに基づいて、公開及び共有を行う。

6-6．公募型の研究資金によるプロジェクト等の終了後の取扱い

公募型の研究資金等の組織外部からの資金による研究データについては、当該資金の終

了後においても、必要性を精査の上、研究データが継続的に利活用されることが促進される

べきであり、また、不正な使用や不用意な流出を防ぐよう留意すべきである。このため、研

究者はあらかじめ、プロジェクトの実施段階から終了後を想定し、機関リポジトリ、分野別
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リポジトリ、汎用リポジトリ等の適切な保存場所を検討する等の必要な措置を講じておく

必要がある 1。

7. 研究公正

近年においては、学術論文の査読にあたり、研究公正の観点から、実験結果等の根拠とな

る研究データの提供や、FAIR 原則に基づくリポジトリでの保存を求められる場合がある。

研究公正の確保は、研究開発を行う機関及び研究者にとって重要な責務であり、研究データ

は研究開発を行う機関のデータポリシー等に則って適切に保存・管理される必要がある。

8. 国際展開

自由で開かれた研究活動を尊重し、我が国と価値観を共有する国・地域・国際機関等（EU、

G7、OECD 等）との間で、研究データの管理・利活用に関する連携を進める。具体的には、我

が国の研究データ基盤システムとこれに相当する海外のシステムとの間で、十分なセキュ

リティを確保した上で相互運用性を確立し、研究データの管理・利活用に関する国際的な連

携を構築することにより、グローバルプラットフォームの構築を目指す。

9. 本考え方のフォローアップ

内閣府は関係各省の協力を得て、研究データの管理・利活用に関する継続的なモニタリン

グ 23等をもとにその実態を把握するとともに、本考え方で示した事項の更なる改善に向けた

検討を行う。第 6期科学技術・イノベーション基本計画では以下の目標等が設定されている

ため、これを着実に推進するものとする。

【科学技術・イノベーション政策において目指す主要な数値目標】（主要指標）

・機関リポジトリを有する全ての大学・大学共同利用機関法人・国立研究開発法人において、

2025 年までに、データポリシーの策定率が 100％になる。公募型の研究資金の新規公募分に

おいて、2023 年度までに、データマネジメントプラン（ＤＭＰ）及びこれと連動したメタ

データの付与を行う仕組みの導入率が 100％になる。

【現状データ】（参考指標）

・国立研究開発法人における研究データポリシーの策定法人数：11法人（2020 年 9月）

・競争的研究費制度におけるデータマネジメントプラン（ＤＭＰ）の導入済み府省・機関数：

８省・機関（2020 年 9月）

・国内における機関リポジトリの構築数：811 個（2019 年度）

・研究データ公開の経験のある研究者割合：51.9%（2018 年度）

23 ⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「研究データ公開と論⽂のオープンアクセスに関する実態調査 2018 調査資料
−289」（2020 年 5⽉）が実施されている。
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別紙 メタデータの共通項目

項目 必須／任意 備考

1 資⾦配分機関情報
必須

（公募型の研究
資⾦による研究
活動の場合）

公募型の研究資⾦を配分した資⾦配分機関（府省含む）の英語

略称

公募型の研究資⾦以外の場合は記⼊不要

2 e-Radの課題番号
必須

（公募型の研究
資⾦による研究
活動の場合）

公募型の研究資⾦の場合は、e-Rad に登録した課題番号

公募型の研究資⾦以外の場合は記⼊不要

3 プロジェクト名
必須

（公募型の研究
資⾦による研究
活動の場合）

プロジェクトの研究代表者が統括する研究開発の範囲の名称

公式な名称がない場合は、研究者の所属機関のルールに従って

⼊⼒

4 データ No. 必須

データを⼀意に特定するための番号

公募型の研究資⾦を配分した資⾦配分機関が付与

公募型の研究資⾦以外の場合はデータ管理機関（項目 14）が付

与

5 データの名称 必須
学会資料、報告資料、測定結果などの中⾝の分からない名称は

避ける

6 掲載⽇・掲載更新⽇ 必須 メタデータの掲載⽇・掲載更新⽇

7 データの説明 必須 端的かつ中⾝の分かる内容を記載

8 データの分野
必須

（公募型の研究
資⾦による研究
活動の場合）

e-Rad の研究分野（主分野）。e-Rad との連携により、⾃動⼊

⼒される予定。

9 データ種別 必須

研究データ基盤システム上では、通常は「データセット」を標準

とするが、データの特性に応じて「データセット」以外の種別を

選択可能

10 概略データ量 任意
1GB未満、1GB以上 10GB未満、10GB以上 100GB未満、100GB

以上等の区分により記載

11

管理対象データの利活

⽤・提供⽅針
必須

無償／有償、ライセンス情報、その他条件（引⽤の仕⽅等）等を

記載

アクセス権 必須 公開／共有／非共有・非公開／公開期間猶予から選択

公開予定⽇ 必須 公開期間猶予を選択した場合、公開予定⽇を記載

12
リポジトリ情報 必須

現在のリポジトリ情報、あるいはプロジェクト後のリポジトリ

情報

リポジトリ URL 任意 情報があれば記載

13 データ作成者 任意 データを⽣み出した研究者の名前
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データ作成者の e-Rad

研究者番号
任意 データ作成者の e-Radの研究者番号

14 データ管理機関 必須
データを管理する研究開発を⾏う機関の e-Radに登録された法

⼈名

15

データ管理者 任意 データ管理機関の担当者の名前

データ管理者の e-Rad

研究者番号
任意

管理者の e-Radの研究者番号

e-Rad研究者番号がない管理者は記⼊不要、ある場合は必須

16 連絡先 必須 データ管理者の所属機関の住所や電話番号、メールアドレス等

・研究開発を行う機関や資金配分機関において、それぞれの特性に応じてメタデータ項目を

定める場合は、少なくともこのメタデータ共通項目（うち必須項目）を含む必要がある。

・メタデータの共通項目については、内閣府は関係府省の協力を得て、必要に応じてその詳

細を定めると共に、技術的な進展等に応じて適宜修正を行う。
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【参考】第 6期科学技術・イノベーション基本計画（令和 3年 3月 26 日閣議決定）

（関係部分抜粋）

ビッグデータ等の多様なデータの収集や分析が容易となる中で、計算機を活⽤したシミ
ュレーションやＡＩを活⽤した研究のインパクトがより⼀層⼤きくなっている。さらに、新
型コロナウイルス感染症を契機として、研究交流のリモート化や、研究設備・機器への遠隔
からの接続、データ駆動型研究の拡⼤など、世界的に研究活動のＤＸ（研究ＤＸ）の流れが
加速している。
これに伴い、論⽂のオープンアクセス化や研究成果の迅速な公開の場の⼀つとしてのプ

レプリントの活⽤も⼀層加速しており、研究データの公開・共有を含め、オープンサイエン
ス等の世界的な知の共有を目指した研究成果のオープン化が進みつつある。その⼀⽅で、信
頼性のない研究データを利⽤した論⽂が撤回される事例や、世界的な出版社やＩＴ企業が
ビジネスの対象として研究成果や研究プロセス全体で得られたデータを囲い込む動きも⾒
られる。このような状況を踏まえ、各国政府、国際機関、産業界、アカデミア等において、
研究活動における⾃由と多様性を尊重しつつ、国際的な貢献と各主体の利害の双⽅を考慮
に⼊れた、オープン・アンド・クローズ戦略に基づく研究プロセスのマネジメントを実⾏す
ることが求められている。
我が国においては、ネットワーク、機関リポジトリ、データプラットフォーム、計算資源

等の研究基盤や各種ガイドライン等の制度環境の整備が⾏われてきた。
特に公的資⾦により得られた研究データの管理・利活⽤については、⼤半の⼤学において

機関リポジトリが整備されてきたが、その⼀⽅で研究データの収載が進んでいないことや、
データポリシーが未整備であるといった課題がある。⼀部の先⾏的なプログラムでは、研究
データの幅広い利活⽤を促進するため、そのメタデータを集約し、検索・閲覧可能とするた
めの取組が⾏われているが、研究データの管理・利活⽤に向けた取組は道半ばである。さら
に、研究データの帰属や、個⼈情報の取扱いなど、研究データに関する法的・制度的な諸問
題もある。
また、我が国のデジタル研究基盤については、2020 年、４つのスーパーコンピュータラ

ンキングにおいて、世界１位となった「富岳」や学術情報ネットワーク（ＳＩＮＥＴ）など
のインフラの整備が進み、質の⾼い研究・教育に貢献している。他⽅、コロナ禍において、
⼤学等の共⽤施設・設備の多くが古いシステムを活⽤していたため、外部ネットワークへの
接続が困難となり、その遠隔利⽤について課題が顕在化している。さらに、研究ＤＸは研究
活動そのものの変容・発展を伴うものであるが、研究設備・機器の整備と活⽤についても、
依然として囲い込みと⾃前主義的な⽂化は残っており、改善が求められる。
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・ 国⽴研究開発法⼈における研究データポリシーの策定法⼈数：11 法⼈（2020 年 9⽉）
・ 競争的研究費制度におけるデータマネジメントプラン（ＤＭＰ）の導⼊済み府省・機

関数：８省・機関（2020 年 9⽉）
・ 国内における機関リポジトリの構築数：811 個（2019 年度）
・ 研究データ公開の経験のある研究者割合：51.9%（2018 年度）
・ プレプリント公開の経験のある研究者割合：20.4%（2020 年度）
・ ＨＰＣＩ提供可能資源量：年間 25 ペタ flops（2019 年度）
・ 研究設備・機器の共⽤化の割合：⼤学等における研究機器のうち相当程度の市場規模

のある 10 機器（2012〜2016 年度購⼊）について、競争的資⾦で購⼊したもののう
ち９割は研究者個⼈や研究室単位での利⽤にとどまる。（2017 年度）

社会全体のデジタル化や世界的なオープンサイエンスの潮流を捉えた研究そのもののＤ
Ｘを通じて、より付加価値の⾼い研究成果を創出し、我が国が存在感を発揮することを目指
す。特に新型コロナウイルス感染症の研究においても、論⽂のオープンアクセス化やプレプ
リントの活⽤が更に拡⼤する中、研究プロセス全般で⽣まれるデータについて、戦略性を持
って適切な共有と利活⽤を図るとともに、それによりインパクトの⾼い研究成果を創出し
ていくための研究基盤の実現が求められる。
このため、まず、データの共有・利活⽤については、研究の現場において、⾼品質な研究

データが取得され、これら研究データの横断的検索を可能にするプラットフォームの下で、
⾃由な研究と多様性を尊重しつつ、オープン・アンド・クローズ戦略に基づいた研究データ
の管理・利活⽤を進める環境を整備する。特にデータの信頼性が確保される仕組みが不可⽋
となる。また、これらに基づく、最先端のデータ駆動型研究、ＡＩ駆動型研究の実施を促進
するとともに、これらの新たな研究⼿法を⽀える情報科学技術の研究を進める。
同時に、ネットワーク、データインフラや計算資源について、世界最⾼⽔準の研究基盤の

形成・維持を図り、産学を問わず広く利活⽤を進める。また、⼤型研究施設や⼤学、国⽴研
究開発法⼈等の共⽤施設・設備について、遠隔から活⽤するリモート研究や、実験の⾃動化
等を実現するスマートラボの普及を推進する。これにより、時間や距離の制約を超えて、研
究を遂⾏できるようになることから、研究者の負担を⼤きく低減することが期待される。ま
た、これらの研究インフラについて、データ利活⽤の仕組みの整備を含め、全ての研究者に
開かれた研究設備・機器等の活⽤を実現し、研究者が⼀層⾃由に最先端の研究に打ち込める
環境が実現する。
以上の質の⾼い研究データの適切な管理・利活⽤や、ＡＩを含めた積極的なデータサイエ

ンスの活⽤、そして先進的なインフラ環境の整備は、単に研究プロセスの効率化だけではな
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く、研究の探索範囲の劇的な拡⼤、新たな仮説の発⾒や提⽰といった研究者の知的活動その
ものにも踏み込んだプロセスを変⾰し、従前、個⼈の勘や経験に頼っていた活動の⼀部が代
替されていくことになる。これにより、データを⽤いたインパクトの⾼い研究成果の創出に
つなげるほか、研究者の貴重な時間を、研究ビジョンの構想や仮説の設定など、より付加価
値の⾼い知的活動へと充当させていく。同時に、グローバルな視点からも、オープンサイエ
ンスの発展に貢献する。
さらに、このような研究活動の変⾰や我が国全体の雇⽤慣⾏の変化によって、研究者の在

り⽅も変わる⾯があり、既に世界各地では⾒られる、シチズンサイエンスとしての市⺠の研
究参加や研究者のフリーランス化など、多様な主体が研究活動に参画し活躍できる環境が
我が国でも実現し、研究者とそれ以外の者が、信頼感を醸成しながら、知の共有と融合を進
め、新たな形での価値創造を実現する環境整備を図っていく。

・ オープン・アンド・クローズ戦略に基づく研究データの管理・利活⽤、世界最⾼⽔準
のネットワーク・計算資源の整備、設備・機器の共⽤・スマート化等により、研究者
が必要な知識や研究資源に効果的にアクセスすることが可能となり、データ駆動型研
究等の⾼付加価値な研究が加速されるとともに、市⺠等の多様な主体が参画した研究
活動が⾏われる。

・ 機関リポジトリを有する全ての⼤学・⼤学共同利⽤機関法⼈・国⽴研究開発法⼈に
おいて、2025 年までに、データポリシーの策定率が 100％になる。公募型の研究資
⾦ 24の新規公募分において、2023 年度までに、データマネジメントプラン（ＤＭ
Ｐ）及びこれと連動したメタデータの付与を⾏う仕組みの導⼊率が 100％になる。

① 信頼性のある研究データの適切な管理・利活⽤促進のための環境整備
〇研究データの管理・利活⽤のための我が国の中核的なプラットフォームとして 2020
年度に本格運⽤を開始した研究データ基盤システム（NII Research Data Cloud）の普
及・広報と必要な改良を引き続き進める。また、公的資⾦により得られた研究データ
について、産学官における幅広い利活⽤を図るため、2023 年度までに体系的なメタデ

24 「府省共通研究開発管理システム（e-Rad）について」（https://www.e-rad.go.jp/dl_file/particulars_e-rad.pdf）にお
いて、システムの対象として規定される公募型の研究資⾦。
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ータ 25の付与を進め、同年度以降、研究データ基盤システム上でこれらのメタデータ
を検索可能な体制を構築する。さらに、メタデータをＥＢＰＭ26に活⽤するため、e-
Rad の改修に合わせて、相互運⽤性を確保する。研究データ基盤システムについて、
持続的な運営体制の確保に向け 2022 年度までに⽅策を検討する。 【科技、⽂、関係
府省】

〇公的資⾦により得られた研究データの機関における管理・利活⽤を図るため、⼤学、
⼤学共同利⽤機関法⼈、国⽴研究開発法⼈等の研究開発を⾏う機関は、データポリシ
ーの策定を⾏うとともに、機関リポジトリへの研究データの収載を進める。あわせ
て、研究データ基盤システム上で検索可能とするため、研究データへのメタデータの
付与を進める。 【科技、⽂、関係府省】

〇公募型の研究資⾦の全ての新規公募分について、研究データの管理・利活⽤を図るた
め、データマネジメントプラン（ＤＭＰ）及びこれと連動したメタデータの付与を⾏
う仕組みを 2023 年度までに導⼊する。次期ＳＩＰにおいても同様に、ＤＭＰの策定
とメタデータの付与を実施することとする。

【科技、⽂、関係府省】
〇研究データ基盤システムと内閣府が実施する研究開発課題（ＳＩＰ等）で構築する分
野ごとデータ連携基盤との間で、相互にデータの利活⽤を図るための仕組みを 2023
年度中に構築する。 【科技、⽂】

〇研究者の研究データ管理・利活⽤を促進するため、例えば、データ・キュレーター、
図書館職員、ＵＲＡ、研究の第⼀線から退いたシニア⼈材、企業等において研究関連
業務に携わってきた⼈材、⾃らの研究活動に資する場合にはポスドク等の参画や、図
書館のデジタル転換等の取組について、2022 年度までにその⽅向性を定める。 【科
技、⽂、関係府省】

〇⾃由で開かれた研究活動を尊重し、我が国と価値観を共有する国・地域・国際機関等
（ＥＵ、Ｇ７、ＯＥＣＤ等）との間で、研究データの管理・利活⽤に関する連携を進
める。我が国の研究データ基盤システムとこれに相当する取組との国際連携を図り、
研究データの管理・利活⽤に関する国際的な相互運⽤性を⾼めることにより、本計画
期間中に、グローバルプラットフォームの構築を目指す。 【科技、⽂】

〇研究データの管理・利活⽤に関する取組を更に促す観点から、2022 年までに、これら
の取組の状況を、研究者、プログラム、機関等の評価体系に導⼊する。 【科技、関係
府省】

25 体系的なメタデータとは、統⼀した様式により研究データの概要を⽰したデータであり、研究データの名称や説
明、管理者、保管場所、共有・公開の有無等の情報を含む。「統合イノベーション戦略 2020」（2020年７⽉ 17⽇閣
議決定）において、ナショナルレベルでのデータポリシーを定めることとしている。

26 ＥＢＰＭ：Evidence-based Policy Making。エビデンスに基づく政策⽴案。
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② 研究ＤＸを⽀えるインフラ整備と⾼付加価値な研究の加速
〇2022 年度に、我が国の⼤学、研究機関等の学術情報基盤として、全国をつなぐ超⾼
速・⼤容量ネットワーク（ＳＩＮＥＴ）を増強し、これを研究データ基盤システムと
⼀体的に運⽤することで、最先端の研究教育環境を提供する。また、引き続きこれら
の学術情報基盤を⽀える技術の研究開発を推進する。さらに、2021 年度までに、学術
情報基盤としての役割のみならず、⼤学等の知を⽣かせる我が国の社会基盤インフラ
として、⺠間と連携しつつ利活⽤できる環境整備の⽅策を検討する。 【科技、⽂】

〇スパコン計算資源については、2021 年よりスーパーコンピュータ「富岳」の本格的な
共⽤を進めるとともに、国内の⼤学、国⽴研究開発法⼈等のスパコン計算資源につい
て、全国の研究者の多様なニーズに応える安定的な計算基盤として増強する。加え
て、次世代の計算資源について、我が国が強みを有する技術に留意しつつ、産学官で
検討を⾏い、2021 年度までに、その⽅向性を定める。この検討の結果を踏まえ、必要
な取組を実施する。 【⽂、関係府省】

〇研究設備・機器については、2021 年度までに、国が研究設備・機器の共⽤化のための
ガイドライン等を策定する。なお、汎⽤性があり、⼀定規模以上の研究設備・機器に
ついては原則共⽤とする。また、2022 年度から、⼤学等が、研究設備・機器の組織内
外への共⽤⽅針を策定・公表する。また、研究機関は、各研究費の申請に際し、組織
全体の最適なマネジメントの観点から非効率な研究設備・機器の整備が⾏われていな
いか精査する。これらにより、組織的な研究設備の導⼊・更新・活⽤の仕組み（コア
ファシリティ化）を確⽴する。既に整備済みの国内有数の研究施設・設備について
は、施設・設備間の連携を促進するとともに、2021 年度中に、全国各地からの利⽤ニ
ーズや問合せにワンストップで対応する体制の構築に着⼿し、2025 年度までに完了す
る。さらに、現在、官⺠共同の仕組みで建設が進められている次世代放射光施設の着
実な整備や活⽤を推進するとともに、⼤型研究施設や⼤学、国⽴研究開発法⼈等の共
⽤施設・設備について、リモート化・スマート化を含めた計画的整備を⾏う。

【科技、⽂、関係府省】
〇データ駆動型の研究を進めるため、2023 年度までに、マテリアル分野において、良質
なデータが創出・共⽤化されるプラットフォームを整備し、試験運⽤を開始する。ま
た同様に、ライフサイエンス分野においても、データ駆動型研究の基盤となるゲノ
ム・データをはじめとした情報基盤や⽣物遺伝資源等の戦略的・体系的な整備を推進
する。さらに、環境・エネルギー分野、海洋・防災分野等についてもデータ駆動型研
究の振興に向けた環境整備を図る。加えて、プレプリントを含む⽂献など、研究成果
に係る情報を広く利⽤できる環境の整備を推進するとともに、これらを⽀える基盤分
野（ＯＳ、プログラミング、セキュリティ、データベース等）を含めた数理・情報科
学技術に係る研究を加速する。 【⽂、経】

〇2020 年度に実施した試⾏的取組をベースとして、ＤＸによる研究活動の変化等に関す
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る新たな分析⼿法・指標の開発を⾏い、2021 年度以降、その⾼度化とモニタリングを
実施する。 【⽂】

③ 研究ＤＸが開拓する新しい研究コミュニティ・環境の醸成
○地⽅公共団体、ＮＰＯやＮＧＯ、中⼩・スタートアップ、フリーランス型の研究者、更
には市⺠参加など、多様な主体と共創しながら、知の創出・融合といった研究活動を促
進する。また、例えば、研究者単独では実現できない、多くのサンプルの収集や、科学
実験の実施など多くの市⺠の参画（１万⼈規模、2022 年度までの着⼿を想定）を⾒込
むシチズンサイエンスの研究プロジェクトの⽴ち上げなど、産学官の関係者のボトム
アップ型の取組として、多様な主体の参画を促す環境整備を、新たな科学技術・イノベ
ーション政策形成プロセスとして実践する。 【科技、⽂】


